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基本施策１ 　生きがいづくりと社会参加活動の促進
達成
状況

頁

基本施策１ 事業１-①

基本施策１ . ◎ 安心応援ハウス支援事業 B 7

基本施策１ . サロンスタッフ交流会の開催とボランティアスタッフの養成 C 7

基本施策１ 事業１-②

基本施策１ . 生活支援サービスの担い手の養成 B 7

基本施策１ . 学びの場づくり・活動支援 B 8

基本施策１ . シルバー人材センターとの連携 B 8

基本施策２ 　健康づくりと介護予防、自立支援の推進
達成
状況

頁

基本施策２ 事業２-①

基本施策２ . 健康相談事業 B 9

基本施策２ . 健康教育 B 9

基本施策２ . ◎ 介護予防把握事業 B 10

基本施策２ .
介護予防普及啓発事業
「出前健康講座」

B 10

基本施策２ . 地域介護予防活動支援事業 B 11

基本施策２ . 一般介護予防事業評価事業 B 11

基本施策２ . 地域リハビリテーション活動の支援 B 12

基本施策３ 　支えあいの地域づくり
達成
状況

頁

基本施策３ 事業３-①

基本施策３ . 生活支援コーディネーターの設置 B 13

基本施策３ . 協議体の設置・運営 B 13

基本施策３ . ◎ 身近な地域での生活支援体制づくり B 14

基本施策３ . 生活支援サポーターの養成支援と活動の推進 B 14

基本施策３ 事業３-②

基本施策３ . 外出支援サービス事業 B 14

基本施策３ . 「食」の自立支援事業（配食サービス） B 14

基本施策３ . 配食によるひとり暮らし高齢者見守り安心ネットワーク事業 B 15

基本施策３ 事業３-③

基本施策３ . 24時間対応型安心システム事業 B 15

基本施策３ . 重度要介護者の避難行動要支援者名簿の作成 B 15

第７期湖南市高齢者福祉計画・介護保険事業計画　施策の体系

基本理念：「高齢者がいきいきと自分らしく、住み慣れた地域で安心して暮らせるまち　湖南市」

生きがいサービスと居場所づくりの推進

社会活動への参加促進

健康づくりと介護予防事業の推進

多様な主体による生活支援サービスの創出

生活支援サービスの充実

緊急時・災害時の支援対策の強化



基本施策３ . 福祉避難所の利用調整 B 15

基本施策４ 　総合的な認知症ケアの体制づくり
達成
状況

頁

基本施策４ 事業４-①

基本施策４ . 出前講座やシンポジウムなど学びの場づくり B 16

基本施策４ . 認知症初期集中支援チームの設置・充実 B 16

基本施策４ . 専門医療機関、サポート医、かかりつけ医との連携 B 17

基本施策４ . 認知症ケアパスの普及・啓発 B 17

基本施策４ . ◎ 認知症地域支援推進事業 B 18

基本施策４ . もの忘れ相談事業 B 18

基本施策４ 事業４-②

基本施策４ . 本人・家族や企業等への聞き取り調査 B 19

基本施策４ . 市民や企業等への研修・啓発 B 19

基本施策４ . 関係機関との連携 B 20

基本施策４ . 相談窓口の設置 B 20

基本施策４ 事業４-③

基本施策４ . 認知症の理解の啓発 B 21

基本施策４ . 高齢者あんしん見守りネットワークの充実 B 21

基本施策４ . おかえりネットワークの充実 B 22

基本施策５ 　権利擁護の推進
達成
状況

頁

基本施策５ 事業５-①

基本施策５ . パンフレット、チラシ、ホームページ等による相談窓口の周知 B 23

基本施策５ . 区・自治会や企業等への出前健康講座などによる啓発活動の推進 C 23

基本施策５ 事業５-②

基本施策５ . ケアマネジャー等関係者へのマニュアルの周知と研修会の実施 A 23

基本施策５ . ◎ 虐待対応マニュアルに沿った適切な対応 B 24

基本施策５ . 適正なサービス利用の促進による介護負担の軽減 B 24

基本施策５ 事業５-③

基本施策５ . 虐待支援ネット等の活用および医療機関・警察等との関係づくり B 25

基本施策５ . 虐待防止等連携協議会の設置・運営 B 25

基本施策５ . 成年後見センター等関係機関との連携 B 26

基本施策５ . 成年後見制度の利用支援の促進 B 26

権利擁護、虐待予防のための啓発

予防と早期対応の仕組みづくり

若年性認知症への支援体制づくり

認知症になっても安心して暮らせる地域づくりの推進

迅速で適切な虐待対応

権利擁護のための関係機関との連携強化



基本施策６ 　医療と介護の連携
達成
状況

頁

基本施策６ 事業６-①

基本施策６ . 病院と訪問診療医の連携支援 B 27

基本施策６ . 地域の医療・福祉資源の把握と活用 B 27

基本施策６ 事業６-②

基本施策６ . ◎ 各専門職種の会議による課題抽出と対策の検討 B 27

基本施策６ 事業６-③

基本施策６ . 在宅医療・介護連携支援センターとコーディネーターの充実 B 28

基本施策６ 事業６-④

基本施策６ . 地域連携パス等の情報共有ツールの活用 B 28

基本施策６ 事業６-⑤

基本施策６ . 介護職種等を対象とした医療教育に関する研修の実施 B 29

基本施策６ . グループワーク等の多職種参加型研修の実施 B 29

基本施策６ 事業６-⑥

基本施策６ . 病院との入退院支援ルールの策定 B 30

基本施策６ 事業６-⑦

基本施策６ . シンポジウムや出前講座の実施 B 30

基本施策６ . 啓発の実施 B 30

基本施策７ 　地域包括支援センターの機能強化
達成
状況

頁

基本施策７ 事業７-①

基本施策７ . 直営によるセンター運営のための専門職の計画的な確保 B 31

基本施策７ . 専門職の研修会の積極的な受講 A 31

基本施策７ 事業７-②

基本施策７ . ◎ 生活支援サービスの体制整備 B 31

基本施策７ . 在宅医療・介護の連携の推進 B 32

基本施策７ . 認知症施策の推進 B 32

基本施策７ . 地域ケア会議の推進 B 32

基本施策７ . 総合相談事業の充実 B 32

基本施策７ . 介護予防事業の推進 B 32

基本施策７ . 権利擁護の推進 B 33

基本施策７ . 介護予防ケアマネジメントの推進 B 33

基本施策７ . 包括的・継続的マネジメント支援 B 34

基本施策７ 事業７-③

基本施策７ . ＰＤＣＡサイクルによる事業評価の実施 A 35

基本施策７ . 運営協議会への報告と検証 A 35

基本施策８ 　介護保険サービスや住まいなどの基盤整備
達成
状況

頁

基本施策８ 事業８-①

地域包括支援センター業務の継続的な評価・点検

在宅医療を支える環境整備

迅速で適切な虐待対応

医療と介護の連携拠点の充実

在宅医療・介護サービス等の情報の共有支援

多職種連携のための研修

二次医療圏内における連携の推進

在宅看取りに向けた啓発

地域包括支援センターの体制整備

地域包括支援センター業務の着実な執行

在宅生活を支えるための介護サービスの整備



基本施策８ . 訪問型サービスＡ（緩和した基準によるサービス） B 36

基本施策８ . 通所型サービスＡ（緩和した基準によるサービス） B 36

基本施策８ . 訪問型サービスＢ（住民主体による支援） D 36

基本施策８ . 通所型サービスＢ（住民主体による支援） D 37

基本施策８ . 通所型短期集中予防サービス事業 B 37

基本施策８ . 訪問型短期集中予防サービス事業 B 37

基本施策８ . ◎ 地域密着型サービス等の整備・充実 B 38

基本施策８ . 居宅サービスの充実 B 38

基本施策８ . 介護離職ゼロへつなげる取り組みの推進 A 39

基本施策８ . 医療計画との整合 0 39

基本施策８ . 共生型サービスの提供 B 39

基本施策８ 事業８-②

基本施策８ . 特例入所の適切な入所判定 B 39

基本施策８ 事業８-③

基本施策８ . 第三者評価の推進 B 40

基本施策８ . 介護相談員設置事業の継続 B 40

基本施策８ . 事業者協議会による研修会の開催 A 40

基本施策８ 事業８-④

基本施策８ . 家族介護教室 D 40

基本施策８ . 家族介護者交流事業 B 40

基本施策８ . 在宅寝たきり老人等介護激励金の支給 A 41

基本施策８ 事業８-⑤

基本施策８ . 多様な住まい方の検討 D 41

基本施策８ . 高齢者にやさしい交通環境の確保 B 41

基本施策９ 　介護保険事業の円滑な運営
達成
状況

頁

基本施策９ 事業９-①

基本施策９ . 専門職による認定調査内容の点検 B 42

基本施策９ . 調査員研修会の実施 B 42

基本施策９ . 合議体間の平準化 C 42

基本施策９ 事業９-②

基本施策９ . ケアプランの点検 B 42

基本施策９ . 地域ケア会議におけるケアマネジメント支援 B 43

基本施策９ . ケアマネ会議における事例検討や情報交換 B 43

基本施策９ 事業９-③

基本施策９ . 縦覧点検・医療情報の突合 A 43

基本施策９ . 国保連合会介護給付適正化システムの活用 B 44

基本施策９ . 事業者実地調査の実施 B 44

基本施策９ . 住宅改修・福祉用具の実地調査 B 44

基本施策９ . 国保連合会の給付費通知の送付 A 44

基本施策９ 事業９-④ 介護予防・日常生活支援総合事業の適切な運営

介護保険施設サービス利用の適正化

サービスの質の向上

要介護認定の適正化

ケアマネジメントの適正化

給付の適正化の推進

介護者の負担軽減や知識・技術習得の支援

多様な住まいや交通環境の確保



基本施策９ . チェックリストの活用推進 B 45

基本施策９ . 総合事業の啓発と周知 C 45

基本施策９ 事業９-⑤

基本施策９ . ◎ 介護保険制度の正しい理解の推進 A 45

基本施策９ 事業９-⑥

基本施策９ . 収入に応じたきめ細やかな負担額の設定 B 46

基本施策９ . 適正な債権管理事務の執行 B 46

基本施策９ 事業９-⑦

基本施策９ . 目標・達成度の評価・点検 B 47

基本施策９ . 介護保険運営協議会への報告と検証 A 47

基本施策９ . 庁内連携の推進 B 47

受給者の理解の促進

適正な財政運営の推進

計画の進捗管理と評価



基本施策１．生きがいづくりと社会参加活動の促進

事業１-①　生きがいサービスと居場所づくりの推進

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

安心応援ハウス支援事業

地域の高齢者が孤立するこ
となく、身近なところで気
軽に集い、寝たきり等の予
防および生きがいや交流が
できる場所を市内のすべて
の地域で設置・運営される
よう支援します。

平成30年度23箇
所、令和元年度
は29箇所で実施
しました。令和
２年度は新型コ
ロナウイルスな
どの影響もある
が、全43区中26
区で運営中。

未設置の地域に
対して、補助金
等を活用し、よ
り積極的に設置
するよう呼びか
けます。設置済
みの地域に対し
てもサロンの内
容等の相談に対
応します。

B 継続

サロンスタッフ交流会の開
催とボランティアスタッフ
の養成

他の高齢者サロンがどのよ
うな活動をしているか把握
し合うことで、今後の活動
がより活発かつ多様なもの
につながることを目的に、
各サロンの活動紹介・情報
交換の場として交流会を設
けます。また、新たなサロ
ン運営の担い手となるボラ
ンティアを養成するための
講座等を開催します。

平成30年度、令
和元年は取組む
ことができませ
んでした。令和
元年、2年度百
歳体操の代表者
会議を開催し、
実施内容等の活
動紹介を行いま
した。

安心応援ハウス
等の地域の通い
の場が広がって
きています。各
団体は個性のあ
る事業を展開さ
れています。食
事会や茶話会等
が主な活動と
なっていること
もあり、先進的
な取り組みを共
有できる場を設
けます。

C 継続

事業１-②　社会活動への参加促進

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

生活支援サービスの担い手
の養成

ＮＰＯやボランティア、民
間企業、協同組合、区・自
治会、まちづくり協議会や
自主活動グループなどが主
体となったさまざまなサー
ビスの提供や介護予防の場
づくりが必要です。このた
め、社会福祉協議会やボラ
ンティアセンターなどと連
携して、地域単位で第２層
の協議体を設置し、生活支
援コーディネーターの育成
を図りながら、元気高齢者
などが新たな担い手として
活躍し、社会参加・貢献で
きるしくみを構築します。

平成30年度は,
まちづくり協議
会単位で各3回
の懇談会を開催
しました。令和
元年度より各ま
ちづくり協議会
に地域ささえあ
い推進委員（第
２層生活支援
コーディネー
ター）を設置し
ました。

令和３年度よ
り、第2層とし
て専任の地域支
えあい推進員の
設置を進めま
す。地域支えあ
い推進員が地域
の特徴や資源の
把握を行い、そ
れを基にまちづ
くり協議会単位
で、高齢者の暮
らし・生活支援
に関するサービ
ス等の創出につ
いて検討を行い
ます。

B 継続



個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

学びの場づくり・活動支援

まちづくり協議会や老人ク
ラブ・ボランティア団体等
に地域の生活や福祉課題に
関する学習テーマの提案や
講師の派遣など、学びの場
づくりの支援を行うことに
より、地域課題に関心を寄
せる市民の発掘や養成を図
り、地域活動やボランティ
ア活動への参加を促しま
す。

出前健康講座の
なかで実施しま
した。（平成30
年度は延べ42講
座、延べ995
人、令和元年度
は延べ42講座、
延べ880人）

例年同じ団体か
ら依頼されるこ
とが続いていま
す。出前健康講
座を受ける団体
を増やしていけ
るよう、啓発を
行います。

B 継続

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

シルバー人材センターとの
連携

高齢者が今まで培ってきた
知識や技術を生かし、いつ
までも元気に生きがいを
持って働ける場づくりを進
めるシルバー人材センター
の運営を支援し、高齢者の
就労支援のために連携を図
ります。

安定した高齢者
の就業機会を確
保するために、
シルバー人材セ
ンターの運営に
対し助成を行い
ました。

引き続き安定し
た高齢者の就業
機会を確保する
ために、シル
バー人材セン
ターの運営に対
し助成を行いま
す。

B 継続



基本施策２．健康づくりと介護予防、自立支援の推進

事業２-①　健康づくりと介護予防事業の推進

健康づくり

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

健康相談事業

高齢者の集まりの場を利用
して、保健師、看護師、理
学療法士、管理栄養士等の
専門職が、血圧測定や健康
に関する相談、指導助言を
行います。

出前健康講座や
「いきいき百歳
体操」等の集ま
りの場に保健師
などが出向き血
圧測定や健康に
関する相談対応
を実施していま
す。出動件数は
年間40回程度。

高齢者の保健事
業と介護予防の
一体的実施にお
いて、ハイリス
クアプローチと
して、健康状態
未把握者に対し
て個別訪問指導
などを実施しま
す。必要に応じ
て個別訪問指導
として健康相談
を実施します。

B 継続

健康教育

高齢者サロンや安心応援ハ
ウスなどのグループや老人
クラブ等の集まりにおい
て、介護予防やロコモティ
ブシンドロームなどについ
ての健康教育を出前講座で
行い、健康づくりの関心を
高め主体的な取り組みを支
援します。

５人以上の高齢
者が集まる場を
対象に、出前健
康講座を実施。
30年度88回、元
年度42回実施し
ました。（新型
コロナウイルス
の関係により２
年３～６月まで
事業を自粛。４
～６月通いの場
が自粛となっ
た。その間ホー
ムページ等を活
用して健康に関
する情報情報発
信を行いまし
た。）

「高齢者の保健
事業と介護予防
の一体的実施事
業」として、フ
レイル予防に取
り組みます。ポ
ピュレーション
アプローチとし
て、出前健康講
座やオーラルフ
レイル事業を実
施します。 B

継続

介護予防
普及啓発
事業と目
的や対象
が重複す
るため、
介護予防
普及啓発
事業に統
合する。



介護予防事業

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

介護予防把握事業

閉じこもりやうつ病など何
らかの問題を抱えた高齢者
を早期に把握し、予防活動
につなげるために把握事業
を行います。

出前健康講座等
を通じてハイリ
スク者(虚弱高
齢者）の把握を
行い介護予防・
日常生活支援総
合事業等へのつ
なぎを実施しま
した。
２年度から、
「高齢者の保健
事業と介護予防
の一体的実施事
業」として健康
状態未把握者を
対象にフレイル
質問票送付、個
別訪問等を実施
し、必要に応じ
て医療受診・サ
ロン等への案内
を行いました。

特にハイリスク
高齢者や健康状
態未把握者を対
象に、継続した
状況把握を行
い、必要な医療
や通いの場等に
つなげ、介護予
防に努めます。

B 継続

介護予防普及啓発事業
「出前健康講座」

介護予防に資する基本的な
知識を普及啓発するため、
専門職等を身近な集いの場
（サロン、老人クラブ等）
へ派遣し講座を開催しま
す。現在の主な講座内容
は、運動、口腔ケア、栄
養、認知症等ですが、今後
は、在宅看取りについての
関心と理解を深める機会を
つくっていきます。

５人以上の高齢
者が集まる場を
対象に、出前健
康講座を実施。
30年度88回、元
年度42回実施し
ました。（新型
コロナウイルス
の関係により２
年３～６月まで
事業を自粛。４
～６月通いの場
が自粛となっ
た。その間ホー
ムページ等を活
用して健康に関
する情報情報発
信を行いまし
た。）

「高齢者の保健
事業と介護予防
の一体的実施事
業」として、フ
レイル予防に取
り組みます。ポ
ピュレーション
アプローチとし
て、出前健康講
座やオーラルフ
レイル事業を実
施します。 B

継続



個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

地域介護予防活動支援事業

いきいき百歳体操、男性の
料理教室、地域リーダー養
成事業など、地域住民が主
体となって取り組む介護予
防活動を支援します。

①いきいき百歳
体操実施地域
は、元年度末で
44か所。
②男性の料理教
室は、29年度で
教室を終了し現
在は教室卒業生
が市内6カ所で
自主活動を継続
しています。
③元気高齢者地
域参画事業とし
てアクティブシ
ニアを対象とし
た「こなん市
100歳大学」
は、開始から元
年度で73人が受
講、「こなんＴ
ＨＥボイスプロ
ジェクト」で
は、開始から元
年度で375人が
参加しました。
市民音楽健康指
導士は地域の健
康づくりのリー
ダーとして24人
が活動していま
す。

地域の特長や
ニーズに合わせ
た通いの場づく
りを進めます。
通いの場の運営
等に市民が関わ
る体制づくりを
進めます。
生活支援体制整
備事業の支えあ
い推進員と連携
しながら事業を
進めます。

B 継続

一般介護予防事業評価事業

予防事業で取り組む事業が
適切かつ効果的に実施され
るよう事業内容に応じて指
標を設定し、評価を行いま
す。

一般介護予防事
業を中心とし
て、数量的評価
を実施しまし
た。

一般介護予防事
業、保健事業と
介護予防の一体
的実施事業を含
め、地域づくり
の観点から総合
事業全体を評価
し、評価結果に
基づき事業全体
の改善を図るた
めの評価指標に
ついて必要な見
直しを行いま
す。

B 継続



個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

地域リハビリテーション活
動の支援

地域における介護予防(自
立支援）の取り組みを機能
強化するため、通所・訪問
事業所、地域ケア会議、
サービス担当者会議、住民
運営の通いの場等へ、リハ
ビリ専門職が関与していき
ます。生活支援の観点から
助言指導ができるよう、リ
ハビリ専門職種の資質の向
上を図ります。

地域における介
護予防を機能強
化するために、
通所、訪問、地
域ケア会議、
サービス担当者
会議、住民運営
の通いの場等へ
のリハビリテー
ション専門職等
の派遣を実施し
ました。自立支
援型地域ケア会
議では理学療法
士、作業療法
士、言語聴覚士
を助言者として
加えました。

地域の通いの場
への関与を増や
すとともに、参
加者の健康づく
り・フレイル予
防に向けた取組
ができるようプ
ログラム等の作
成やフレイルサ
ポーター養成事
業への関与を進
めます。

B 継続



基本施策３．支えあいの地域づくり

事業３-①　多様な主体による生活支援サービスの創出

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

生活支援コーディネーター
の設置

地域のニーズと資源の状況
の見える化や問題提起、多
様な主体への協力の働きか
け、関係者のネットワーク
化などの役割を担う生活支
援コーディネーターの配置
を図ります。コーディネー
ターは、協議体の活動を進
めながら適任者の配置を行
います。

29年度より第１
層生活支援コー
ディネーター
（地域支えあい
推進員）を配置
し元年度より各
まちづくり協議
会に第２層地域
支えあい推進員
をまちづくりセ
ンター単位で配
置しました。２
年４月より、一
部のまちづくり
協議会で、支え
あい推進員が専
任として活動し
ています。いき
いき百歳体操や
サロンなどの地
域での通いの場
や各区単位での
取組みなどにつ
いて資源把握と
課題分析等実施
しています。

令和３年度よ
り、第2層とし
て専任の地域支
えあい推進員の
設置を進めま
す。地域支えあ
い推進員が地域
の特徴や資源の
把握を行い、そ
れを基にまちづ
くり協議会単位
で、高齢者の暮
らし・生活支援
に関するサービ
ス等の創出につ
いて検討を行い
ます。

B 継続

協議体の設置・運営

地域での生活支援体制づく
りに向けて、社会福祉法
人、ＮＰＯ、企業、協同組
合、ボランティアなど、市
内で生活支援サービスを実
施する関係団体等の参画を
得て、協議体を設置しま
す。そして、本市における
生活支援サービスの構築に
向けて、情報共有や連携・
協働による取り組みを推進
します。

生活支援体制整
備事業におい
て、第１層（市
全域）や第２層
（各まちづくり
協議会単位）
で、地域課題や
取り組みについ
て検討する場と
しての協議会を
開催しました。
２年度は、第１
層年２回、第２
層年４回の実施
を進めていま
す。（新型コロ
ナウイルスによ
り４～６月各組
織での総会が開
催できず、今年
度事業計画が停
滞しているた
め、協議会の開
催についても延
期されていま
す。）

第１層(社会福
祉協議会）、第
２層（まちづく
り協議会）が中
心となり地域の
情報共有、地域
課題の把握、必
要な支えあい活
動や実施体制等
の検討・協議を
行う場として協
議会が開催でき
るようサポート
を行います。

B 継続



個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

身近な地域での生活支援体
制づくり

区・自治会、まちづくり協
議会や老人クラブなど、地
縁組織を核とした助けあい
の生活支援体制づくりを、
先進事例に学びながら進め
ていきます。

地域支えあい推
進員が地域の通
いの場や資源を
把握しまちづく
り協議会や区長
等に報告し地域
での通いの場開
催の有無や開催
数等について検
討したうえで、
既存の通いの場
の継続や新たな
立ち上げに向け
て関係団体等と
検討を行いまし
た。

第２層支えあい
推進員が、地域
の資源情報など
をもとにボラン
ティア等と一緒
に新たな通いの
場や地域での支
えあい活動等の
立ち上げへの働
きかけができる
よう第１層支え
あい推進員とと
もに活動を支援
します。

B 継続

生活支援サポーターの養成
支援と活動の推進

社会福祉協議会が実施して
いる生活支援サポーター養
成講座に協力し、地域での
見守りや家事等のお手伝い
などの活動を推進します。

元年度より、第
２層地域支えあ
い推進員を対象
に、生活支援サ
ポーター養成講
座を実施。ま
た、第１層と第
２層地域支えあ
い推進員が集ま
り、それぞれの
活動の報告や情
報共有をする場
として連絡会議
を毎月（第3水
曜日)に実施し
ています。

地域での取組み
や地域支えあい
推進員活動の深
まりに向けて、
研修や情報共有
の機会を継続し
ます。また、地
域包括支援セン
ターとの連携を
深めます。 B 継続

事業３-②　生活支援サービスの充実

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と今後

の方針
評価

第８期の
方向性

外出支援サービス事業

ひとり暮らし高齢者や高齢
者のみ世帯で、一般交通機
関を利用することが困難な
人に対し、自宅と医療機関
等の間の送迎を行います。

登録者数は年間
4～6名程度で平
均60回程度（延
べ回数）の送迎
を行い、外出を
支援していま
す。

今後も継続して
一般交通機関の
利用が困難な高
齢者の医療機関
受診等の必要な
外出を支援しま
す。

B 継続

「食」の自立支援事業（配
食サービス）

ひとり暮らし高齢者や高齢
者のみ世帯で、自ら調理を
するこが困難な人に対し、
定期的に居宅を訪問し栄養
バランスのとれた食事を提
供するともに安否確認を行
います。

登録者数は10～
14名で延べ
1,933食の食事
の配達とともに
対象者の安否確
認を行っていま
す。

今後も継続し
て、必要な高齢
者に対し定期的
に訪問し、栄養
バランスのとれ
た食事の提供と
ともに安否確認
を実施します。

B 継続



個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

配食によるひとり暮らし高
齢者見守り安心ネットワー
ク事業

ひとり暮らしの高齢者に対
して、ボランティア等の協
力による給食の配達を行い
ます。給食を配達すること
で、安否確認とともに高齢
者の孤独感の解消や地域と
のつながりの強化に努めま
す。

令和2年3月31日
現在で、登録者
数63人(延べ
1,429人)配食件
数延べ1,031
件、ボランティ
ア数47人、であ
るが新型コロナ
ウィルスの影響
により2年4～8
月末まで休止
中。

配達時不在等の
課題があること
から実施方法に
ついては、検討
が必要です。

B 継続

事業３-③　緊急時・災害時の支援対策の強化

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

24時間対応型安心システム
事業

ひとり暮らしまたは高齢者
のみで暮らしている人の事
故等による緊急事態に随時
対処するとともに、高齢者
の相談に応じる24時間体制
（電話受付、適正なアセス
メントを行う専門知識を有
するオペレーターの配置）
を整備することにより、日
常生活の不安の解消と安全
を確保します。

２年７月１日時
点において稼働
件数63件あり、
新規申請増加傾
向にあります。

委託先と連携を
行い、機器の設
置・撤去を迅速
に進めることで
高齢者やご家族
の不安解消に繋
げていきます。

B 継続

重度要介護者の避難行動要
支援者名簿の作成

避難行動要支援者の対象者
の把握と名簿への登録を進
め、区・自治会や民生委員
の協力を得ながら個別避難
支援プランの作成を進めま
す。作成した名簿やプラン
は支援者間で共有していき
ます。

元年度未まで
に、65歳以上の
登録者数(把握
者)131人
支援プラン作成
者73人でありま
す。

避難行動要支援
者の状況は常に
変化している
中、避難行動要
支援者の把握に
努め、名簿を更
新する期間や仕
組みをあらかじ
め構築し、名簿
情報を最新の状
態に保っていき
ます。

B 継続

福祉避難所の利用調整

災害時に介助や見守りなど
特別な支援を必要とする高
齢者等が安心して避難生活
を送ることができるよう、
市内の高齢者施設を福祉避
難所に指定し、平常時から
災害に備えた関係の構築に
努めます。

元年度末までに
28施設と協定を
締結し福祉避難
所を指定してい
ます。（高齢者
関連施設）

福祉避難所は
徐々に増加して
いますが、不測
の事態に対して
の連携や、対処
方法等の共有が
十分でないよう
に感じられま
す。要配慮者の
特性と、それに
応じた対応につ
いて、避難所の
運営管理者とな
りうる者等を対
象とした研修等
を実施し、連携
強化を図りま
す。

B 継続



基本施策４．総合的な認知症ケアの体制づくり

事業４-①　予防と早期対応の仕組みづくり

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

出前講座やシンポジウムな
ど学びの場づくり

「介護予防普及啓発事業」
や認知症地域支援推進員等
の活動を通じて、認知症に
対する偏見をなくし正しい
理解が進む機会をつくって
います。今後も、出前講座
により認知症予防のための
知識と生活習慣の啓発に努
めます。

年に１回、市民
を対象に認知症
啓発講座を開
催。30年度は、
若年性認知症の
当事者を講師と
して招き開催。
元年度は、滋賀
県認知症の人と
家族の会と共同
で開催。（２年
度については新
型コロナウイル
ス感染拡大予防
の観点から中止
予定）出前健康
講座として認知
症についての啓
発を年4回実施
しました。

認知症の人に対
する地域の偏見
をなくし、本人
や家族の孤立を
防ぐために認知
症についての正
しい理解を広げ
る必要がありま
す。また、若年
性認知症への理
解を広げるため
にも、企業等へ
の関わりを深め
ます。

B 継続

認知症初期集中支援チーム
の設置・充実

平成３０年に認知症初期集
中支援チームを設置しま
す。チーム員が認知症が疑
われる人等と家族を訪問し
てアセスメントを実施し、
認知症専門医、サポート医
等複数の専門職で家族支援
などの初期の支援方法を考
え、チーム員を中心に包括
的・集中的に自立生活のサ
ポートを行います。

30年度から認知
症初期集中支援
チームを設置し
ました。チーム
員である認知症
専門医と認知症
地域支援相談員
等が連携し、対
象者を決定し支
援を行っていま
す。初期集中支
援チームでは、
6か月を目安に
継続した関わり
を持ち、適切な
サービスへ繋が
るよう支援して
います。

市の初期集中支
援の対象者はも
の忘れ相談で専
門医と訪問に
行ってから挙が
る仕組みであ
り、相談を受け
てから初回訪問
でのチーム員会
議までの期間が
長くなってしま
うことがありま
す。また、市民
に初期集中支援
チームの存在を
アピールし、相
談先として周知
していきます。

B 継続



個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

専門医療機関、サポート
医、かかりつけ医との連携

地域での認知症診断・治
療・ケアが効果的に行われ
るよう、かかりつけ医と認
知症専門医、サポート医と
の連携を図ります。より早
い段階から適切な医療と介
護サービスが提供できる体
制を整備し、地域における
認知症の早期発見・早期対
応を促進します。

甲賀圏域とし
て、甲賀保健所
が主催の認知症
疾患医療セン
ターとサポート
医との年1回の
情報交換会に参
加し、連携を深
めました。ま
た、一部の市内
サポート医も参
加されました。

市内のサポート
医や認知症相談
医の連携強化が
課題です。

B 継続

認知症ケアパスの普及・啓
発

認知症を発症した人やその
家族が、どこに相談をすれ
ばよいか、医療や介護など
の地域資源がどこに存在
し、どのような支援を受け
ることができるのかを早め
に理解できることを目的と
して作成した認知症ケアパ
スの冊子を広く活用いただ
くよう、市民や支援機関等
に積極的に提供していきま
す。

総合相談対応時
に、認知症ケア
パスを活用して
認知症疾患医療
センターの紹介
や、集いの場等
の紹介を行って
います。また、
市内医療機関や
まちづくりセン
ター等にも設置
し、市民に身近
なところに設置
することで、広
く市民への啓発
を行いました。

認知症啓発講座
や出前健康講座
などを通じて、
認知症ケアパス
を活用した、市
民への啓発を継
続していきま
す。

B 継続



個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

認知症地域支援推進事業

各生活圏域(中学校区）に
ある認知症対応通所介護事
業所(認知症デイサービス
センター)にある認知症カ
フェ等を継続し、誰もが利
用できる場づくりを行い、
認知症の啓発を図ります。
その際には、市地域包括支
援センターに配置予定の認
知症地域支援推進員と協力
し、本事業のガイドライン
を受託事業者とともに検討
を進めます。また、生活圏
域での課題等の情報交換を
行い、認知症ケアパスの見
直しや地域課題の整理を行
います。

認知症地域支援
推進員を30年度
より地域包括支
援センターに配
置し、認知症対
応型通所介護事
業所職員に市民
により身近な相
談機関としてあ
んしん相談員を
委託をしていま
す。
認知症カフェを
3か所で実施
し、１か所で相
談会を実施して
います。元年度
には認知症ケア
パスの改訂を行
いました。

「認知症の人が
安心して暮らし
ていける地域づ
くり」に向けて
市の事業方針を
明確にし、認知
症地域支援推進
事業として実施
している「あん
しん相談員」の
活動について見
直しが必要。ま
た、あんしん相
談員活動の一つ
である認知症カ
フェについて、
市民への周知を
深めるととも
に、だれもが気
軽に集え必要な
情報が得られる
場として定着す
るよう努めま
す。
認知症ケアパス
については、3
年毎の更新を行
います。

B 継続

もの忘れ相談事業

認知症の早期発見、治療・
ケアにつなげるため、もの
忘れや認知症についての不
安がある人やその家族を対
象に、専門医による相談を
行います。

隔月で月１回２
ケースを上限に
もの忘れ相談を
実施していま
す。継続した支
援が必要な場合
は、初期集中支
援対象者とし
て、初期集中支
援チームに繋い
でいます。市民
にとっては、専
門医への相談が
気軽に利用で
き、専門医受診
の必要性等の助
言が受けやすい
状況です。

認知症に対して
の不安を軽減で
きる意味におい
て「もの忘れ相
談事業」は有効
であり、必要時
は初期集中支援
事業と併行しな
がら支援しま
す。 B 継続



事業４-②　若年性認知症への支援体制づくり

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

本人・家族や企業等への聞
き取り調査

市内に居住する若年性認知
症者や家族の生活実態、
サービスの利用状況やニー
ズ等について、本人や家族
をはじめ雇用主の企業など
からも聞き取り調査を行
い、認知症地域支援推進事
業やその他若年性認知症の
支援策の検討を進めます。

28年度末、滋賀
県が若年性認知
症に関する実態
調査結果による
と甲賀圏域11人
おられました。
26年度より若年
性認知症の人を
対象とした集い
の場を開催し、
そのなかで、本
人や家族への聞
き取りを行いま
した。

若年性認知症の
人やその家族に
対し、介護保険
サービスの利用
状況の把握と併
せて、医療機関
との連携を図
り、認知症の診
断がある者のう
ち介護保険未利
用や未申請者の
医療・生活ニー
ズの把握を行い
ます。

B 継続

市民や企業等への研修・啓
発

認知症サポーターの養成、
認知症カフェ等を通して市
民や企業等の若年性認知症
についての理解の普及に努
めます。また、医療機関等
の支援者を対象とした研修
を行い、早期発見、治療・
ケアにつなげていきます。

30年度に若年性
認知症のパンフ
レットを作成し
市内企業訪問を
活用して配布し
ました。また、
若年性認知症当
事者による市民
向け講演会を実
施し、認知症ケ
アパスに若年性
認知症について
の項目を追加
し、市民へ啓発
しました。

医療機関や企業
への啓発を進
め、認知症サ
ポーター養成講
座を受講した団
体やアルソック
みまもりタグ感
知器設置協力企
業に対して、オ
リジナルステッ
カーの配布や
ホームページ等
で協力企業名を
掲載するなど企
業の地域への貢
献活動を周知す
る工夫を行いま
す。

B 継続



個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

関係機関との連携

若年性認知症では、働き盛
りに仕事や家事が十分にで
きなくなることで、身体的
にも精神的にも、また経済
的にも大きな負担となりま
す。認知症地域支援推進員
が中心となり、医療・福
祉・就労等の関係機関と連
携しながら、一人ひとりの
状態に応じた生活支援につ
なげていきます。

認知症地域支援
推進員を中心に
相談対応につい
ては、精神科医
院、認知症疾患
医療センター、
保健所等と連携
しました。ま
た、認知症ケア
パス改訂に伴い
関係機関と連携
し、医療や生活
など多面的に支
援するための制
度についてまと
めました。

就労や雇用に関
する具体的支援
方法を関係機関
と協議する必要
があり、様々な
活動の場へつな
げる支援につい
て、滋賀県若年
認知症コールセ
ンターや滋賀県
軽度認知症サ
ポートセンター
との連携強化を
図ります。

B 継続

相談窓口の設置

地域包括支援センターの認
知症地域支援推進員が、本
人や家族からの相談に対応
します。また、専門機関
（医療機関等の支援機関）
からの相談については、相
互に連携し、必要な助言を
行います。

29年度から地域
包括支援セン
ターに認知症地
域支援推進員を
配置し、相談窓
口の強化を行い
ました。

今後も地域包括
支援センター担
当職員やあんし
ん相談員と連携
を図りながら取
り組みます。

B 継続



事業４-③　認知症になっても安心して暮らせる地域づくりの推進

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

認知症の理解の啓発

認知症に対する理解を深
め、認知症の人や家族を温
かい目で見守る認知症サ
ポーターを養成します。高
齢者見守り安心ネットワー
クの協力事業者に認知症サ
ポーター養成講座の受講を
促すとともに、小中学生を
対象にした講座の実施を検
討します。また、地域の老
人会やサークル、学区等へ
講師を派遣するなど、出前
による認知症理解の学習の
機会の提供に努めます。

元年度末までに
累計5,094名の
認知症サポー
ターを養成しま
した。また、29
年度より学童保
育や高校の授業
の一貫として認
知症サポーター
養成講座を実施
し、平成29年度
よりサポーター
養成講座のなか
で「みまもりタ
グアプリ」のダ
ウンロードに協
力依頼し、現在
110人が登録し
ています。ま
た、地域住民が
独自でつくる
ネットワークも
組織化されつつ
あり、その支援
に努めていま
す。

他の世代と比べ
ると、中学生や
働き盛り世代の
認知症サポー
ター数が少な
く、啓発が不足
していることが
課題となってい
ます。認知症サ
ポーター養成講
座でなくとも気
軽に認知症の正
しい知識を学ぶ
機会を設けるこ
とや啓発の機会
の検討を行いま
す。

B 継続

高齢者あんしん見守りネッ
トワークの充実

地域住民、地域のさまざま
な団体やお店、電気・ガ
ス・宅配事業者などの多く
の協力者や機関により、多
様な目で高齢者を見守り支
えていく「高齢者あんしん
見守りネットワーク」の充
実を図ります。

甲賀警察、新聞
配達事業所、コ
ンビニエンスス
トア(セブンイ
レブン）郵便局
と高齢者に関す
る見守り協定を
締結。アルソッ
クみまもりタグ
を活用したネッ
トワークづくり
について、29年
度より国のモデ
ル事業を経て31
年度より市の事
業として継続し
実施していま
す。市内の企業
等に元年度末現
在125か所の感
知器を設置しま
した。

見守りネット
ワークは広がっ
てきており、今
後、住民が作る
ネットワークや
企業のネット
ワークとの連携
が必要となりま
す。また、ネッ
トワーク構築後
の企業や市民へ
のフォロー
アッップの体制
づくりが課題と
なります。見守
りタグの感知器
設置事業所に認
知症サポーター
養成講座等を実
施していきま
す。

B 継続



個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

おかえりネットワークの充
実

市介護保険事業者協会、地
域住民（民生委員等）、警
察や企業（商店等）との連
携を図り、徘徊者を早期発
見できるネットワークの充
実を図ります。

行方不明発生時
円滑に関係機関
（甲賀警察等）
との情報連携を
図り早期発見で
きるよう、事前
に情報登録をす
る「おかえり
ネットワーク」
の登録について
呼びかけまし
た。また、認知
症サポーター養
成講座時に、お
かえりネット
ワークの紹介や
協力者としての
登録も呼びかけ
ています。

引き続き、おか
えりネットワー
クの充実（特
に、協力者登
録）を図りま
す。

B 継続



基本施策５．権利擁護の推進

事業５-①　権利擁護、虐待予防のための啓発

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

パンフレット、チラシ、
ホームページ等による相談
窓口の周知

区配布を利用した便りや、
窓口用・訪問時用のチラ
シ、ホームページ等を利用
した虐待予防の啓発を地域
に向けて進めていくととも
に、相談窓口を記載したチ
ラシ等の郵送物への同封、
街頭啓発や事業実施時に配
布するなど、さまざまな機
会を活用して相談窓口の周
知を図ります。

パンフレットに
て窓口での周知
および、広報に
て年１回高齢者
虐待シリーズと
しての啓発を行
いました。

引き続き虐待予
防に向けた啓発
を行い、権利擁
護について様々
な機会を通じて
相談窓口の周知
を図ります。 B 継続

区・自治会や企業等への出
前健康講座などによる啓発
活動の推進

権利擁護や虐待予防をテー
マとした出前健康講座や広
く市民向けの講演会の開
催、また、地域サロンに出
向いて虐待予防の啓発を推
進します。また、区・自治
会や企業等との交流や関係
の構築を図ります。

市民向けの出前
講座等は未実施
ですが、高齢者
の生活に関わる
ケアマネジャー
および事業所に
むけて啓発活動
を展開していま
す。

今後、権利擁護
や虐待予防を
テーマとした出
前健康講座や市
民向けの講演会
に取り組めるよ
う虐待防止ネッ
トワーク協議会
を活用し取り組
んでいきます。

C 継続

事業５-②　迅速で適切な虐待対応

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

ケアマネジャー等関係者へ
のマニュアルの周知と研修
会の実施

虐待対応マニュアルについ
て、ケアマネジャーや関係
機関を対象に共有する機会
を設けて周知を図ります。
また、滋賀県高齢者障害者
虐待対応支援ネットの協力
を得て、事例検討などの研
修会を実施し、それぞれの
役割や動き方を検証し、適
切な虐待対応につなげてい
きます。

湖南市居宅介護
支援事業者連絡
調整会議にて研
修を行い、虐待
防止ネットワー
ク会議でもケア
マネジャーに委
員として参加し
てもらい事例を
通じて適切な虐
待対応に繋がる
よう対策を講じ
ています。

虐待対応マニュ
アルについて、
ケアマネジャー
や関係機関を対
象に共有を図り
ます。事例検討
などの研修会を
実施し、適切な
虐待対応につな
げていきます。

A 継続



個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

虐待対応マニュアルに沿っ
た適切な対応

平成26年度に作成した虐待
対応マニュアルに沿った適
正な対応を行います。ま
た、日ごろの事例におい
て、滋賀県高齢者障害者虐
待対応支援ネットと緊密な
連携を行うとともに、実際
の対応の流れや作成した帳
票の確認などを評価するた
めの会議を実施し、適正な
対応を図っていきます。

マニュアルに
沿って、支援
ネットワークと
連携しながら迅
速に支援が進め
られるよう取り
組んでいます。

引き続き、虐待
対応支援ネット
ワークと連携を
しながら迅速に
支援が進められ
るよう取り組ん
でいきます。

B 継続

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

適正なサービス利用の促進
による介護負担の軽減

日ごろの相談支援の各事例
において、虐待予防の観点
を重視し、早期の擁護者支
援に取り組み、多職種と連
携しながら適正なサービス
利用を促進することによ
り、介護者の負担軽減を図
ります。

ケースごとに虐
待予防の視点を
もち養護者が疲
弊しないような
支援となるよう
包括支援セン
ターとして取り
組んでいます。

引き続き関係者
と連携し、養護
者が孤立しない
ようなサービス
利用に繋がるよ
う取り組みま
す。

B 継続



事業５-③　権利擁護のための関係機関との連携強化

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

虐待支援ネット等の活用お
よび医療機関・警察等との
関係づくり

「滋賀県高齢者障害者虐待
対応支援ネット」や「甲
賀・湖南成年後見センター
ぱんじー」の専門性の積極
的な活用を図ります。ま
た、虐待事例における各関
係機関との日ごろの関わり
や虐待防止等連携協議会を
通して、アドボケーター
(法律関係者、警察、医療
機関等)や介護保険サービ
ス事業者との関係づくりを
深めます。

「滋賀県高齢者
障害者虐待対応
支援ネット」
「甲賀・湖南成
年後見センター
ぱんじー」と
日々連携してい
ます。虐待防止
ネットワーク協
議会を通して、
法律関係者、警
察、医療機関や
介護保険サービ
ス事業者との関
係づくりをして
います。

継続して連携
を、また虐待防
止ネットワーク
協議会を軸にさ
らなる連携強化
にむけて進めて
いきます。

B 継続

虐待防止等連携協議会の設
置・運営

地域における虐待の予防や
高齢者支援に携わる関係機
関の連携強化などを目的と
して、虐待防止に係る連携
協議会を設置・運営し、虐
待防止対策事業の計画的・
体系的な実施を図ります。

虐待防止連携協
議会（虐待防止
ネットワーク協
議会）を元年度
開催し、市の状
況報告と事例を
通じて市の傾向
及び対応につい
て多角的に助言
を受け虐待防止
に向けて方向性
を共有しまし
た。

虐待防止ネット
ワーク協議会を
軸に今後も事業
の計画的・体系
的な実施を進め
ていきます。

B 継続



個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

成年後見センター等関係機
関との連携

成年後見制度の利用促進、
虐待予防や消費者被害の防
止など、高齢者の権利擁護
を図るには、「甲賀・湖南
成年後見センターぱん
じー」や社会福祉協議会、
弁護士会、司法書士会、社
会福祉士会等の多くの関係
機関との連携・協力が必要
です。「甲賀・湖南成年後
見センターぱんじー」にお
ける権利擁護支援システム
在り方検討会、「高齢者・
障がい者なんでも相談会」
などの相談事業や研修会へ
の参加、また市虐待防止等
連携協議会の運営などを通
してネットワークを構築し
ていきます。

「甲賀・湖南成
年後見センター
ぱんじー」と
日々連携し権利
擁護および成年
後見制度の利用
促進に向けて取
り組んでいま
す。「ぱん
じー」が後見促
進における中核
機関となるよう
総合相談の在り
方も見直しが始
まっています。
「高齢者・障が
い者なんでも相
談会」などの相
談事業や研修会
への参加、また
虐待防止ネット
ワーク協議会の
運営などを通し
てネットワーク
を構築していき
ます。

左記記載のよう
に権利擁護およ
び成年後見制度
の利用促進に向
けて「ぱん
じー」と連携し
引き続き取り組
んでいきます。
また虐待防止
ネットワーク協
議会の運営など
を通してネット
ワークを構築し
ていきます。 B 継続

成年後見制度の利用支援の
促進

身寄りがなく判断能力が不
十分な高齢者に対し、成年
後見の市長申立支援を行
い、資力のない高齢者につ
いても後見制度利用支援事
業の利用につなげます。社
会福祉協議会、介護保険事
業者等と連携・協力して対
象者の把握に努め、適切な
成年後見制度の利用を促進
し、高齢者の権利擁護を図
ります。

元年度は３件の
成年後見の市長
申立支援を行
い、権利擁護の
促進に努めまし
た。「ぱん
じー」と連携し
てさらなる権利
擁護しいては後
見制度の利用促
進につながるよ
う啓発相談にの
れるよう努めて
います。

市長申立支援に
加え、「ぱん
じー」と連携し
さらなる権利擁
護・後見制度の
利用促進につな
がるよう啓発お
よび相談業務に
取り組みます。

B 継続



基本施策６．医療と介護の連携

事業６-①　在宅医療を支える環境整備

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

病院と訪問診療医の連携支
援

病院と診療所および診療所
間の連携を図りながら在宅
医療へのスムーズな移行や
在宅療養中の安心な在宅医
療が提供できるよう病院や
診療所間のバックアップ体
制を整備します。

28年度より在宅
看取りを希望さ
れている人に対
して、診療所主
治医が不在の際
に代診医が訪問
し看取り等を行
う「在宅医療安
心ネットワー
ク」を設置して
います。ネット
ワーク協力医師
や保健所を対象
に2か月に1回、
情報共有の場と
してネットワー
ク会議を開催し
ています。（新
型コロナウイル
ス対策として、
ネットワーク会
議の開催を延
期。また、８月
よりＷｅｂ会議
で開催しまし
た。）

病院と診療所間
での紹介の現状
や課題について
在宅医療介護連
携推進協議会に
て検討します。
また、医療圏域
が異なる病院と
の連携につい
て、管轄の保健
所等と検討しま
す。

B 継続

地域の医療・福祉資源の把
握と活用

地域の医療介護資源の実情
把握を行い現状の可視化を
行います。また、地域資源
マップ等の作成を行い医療
や介護へのアクセスしやす
い環境を整えます。

「在宅サービス
事業所における
重度者受け入れ
状況」を毎年実
施しました。介
護事業所におけ
る医療依存度の
高い利用者の受
入れ状況につい
てアンケート、
ヒアリング調査
を実施し、また
元年度は、通所
介護事業所を対
象に口腔ケア実
施状況を調査し
ました。事業所
向けに可視化し
ています。

市民が医療機関
や介護サービス
にアクセスしや
すいように資源
情報を整理、可
視化できるよう
にします。ま
た、県や関係機
関からの情報、
調査結果を踏ま
え地域における
医療・介護に関
する課題を整理
します。

B 継続



事業６-②　迅速で適切な虐待対応

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

各専門職種の会議による課
題抽出と対策の検討

地域における在宅医療・介
護連携の現状と課題を抽出
し、その課題の解決策を協
議するための在宅医療介護
連携推進協議会を開催しま
す。

課題抽出や情報
共有の場とし
て、診療所(医
師）・訪問看護
事業所・調剤薬
局(薬剤師)・訪
問介護事業所の
情報交換会を定
期的に開催しま
した。それぞれ
の情報交換会で
の検討事項や取
組みを在宅医療
介護連携推進協
議会で課題の共
有を行いまし
た。

一事業所での取
組みでは、解決
困難な課題につ
いて、同職種間
で共有し補完し
あう関係性の構
築を目指しま
す。

B 継続

事業６-③　医療と介護の連携拠点の充実

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

在宅医療・介護連携支援セ
ンターとコーディネーター
の充実

在宅医療と介護連携の拠点
として、在宅医療・介護連
携支援センターとコーディ
ネーターを充実・活用し、
医療や介護等の多職種の
コーディネートや、ケアマ
ネジャー等からの相談、ま
た、在宅医療・介護の普及
啓発などに取り組みます。

医療・介護関係
者等からの相談
を受ける専任の
在宅医療・介護
連携支援コー
ディネーターを
地域包括支援セ
ンター内に配置
し相談窓口を強
化しました。医
療・介護関係者
からの連携に関
する相談、情報
提供、情報共有
の仕組みづくり
や切れ目のない
在宅医療と介護
の提供体制の構
築に向けた推進
等の支援しまし
た。

①医療と介護の
「橋渡し役」
②医療・介護関
係者や、関係機
関との「顔の見
える関係」の構
築
③切れ目のない
医療・介護の提
供体制構築のた
めの「医療・介
護分野における
課題抽出と解決
に向けた取組支
援」
④医療・介護関
係者のスムーズ
な「情報共有」
の支援

B 継続



事業６-④　在宅医療・介護サービス等の情報の共有支援

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と今後

の方針
評価

第８期の
方向性

地域連携パス等の情報共有
ツールの活用

県医師会が勧める「びわ湖
あさがおネット」の活用に
向け、関係機関並びに専門
職種への啓発を進めます。

地域内の病院、
診療所、訪問看
護ステーショ
ン、調剤薬局、
介護事業所等が
患者の情報を共
有することがで
きる「びわ湖あ
さがおネット」
の活用に向け関
係機関を対象に
研修の場を設置
しました。

「びわ湖あさが
おネット」の登
録を進める一方
で、地域に合っ
た連携ツールを
模索します。ま
た、関係者が連
携することの必
要性を認識でき
るよう「顔の見
える関係づく
り」が必要と考
えます。

B 継続

事業６-⑤　多職種連携のための研修

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と今後

の方針
評価

第８期の
方向性

介護職種等を対象とした医
療教育に関する研修の実施

医療や福祉・介護の従事者
が在宅医療・介護連携の必
要性を理解し積極的に取り
組んで行けるよう研修等を
行い人材育成を行います。

B
継続して
統合

グループワーク等の多職種
参加型研修の実施

多職種が一堂に会し、事例
検討やグループディスカッ
ション等を通じて、顔の見
える関係づくりを推進し、
連携体制を構築することに
より、効果的な医療・介護
サービスの提供を目指しま
す。

B
継続して
統合

29年度より「食
べる」をテーマ
として、多職種
が集まり情報共
有を行う機会
（楽しく食べる
支援チーム）を
設置しました。
年3回多職種参
加型の研修会を
開催しました。

介護関係者の参
加を増やすため
の工夫が必要で
す。介護関係者
が参加しやすい
テーマや時間設
定を考慮し、介
護保険事業者協
議会と連携し研
修会を開催しま
す。



事業６-⑥　二次医療圏内における連携の推進

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

病院との入退院支援ルール
の
策定

入院から在宅への円滑な移
行を促進するため、病院の
医師とケアマネジャー等在
宅医療を支える多職種との
連携のあり方を検討し、二
次医療圏域での入退院支援
ルール等の策定と周知に取
り組みます。

病院、居宅、包
括等で円滑な退
院に資する情報
共有の為の様
式、方法の統一
ルール作りを目
的として開催さ
れる甲賀圏域域
地域連携検討会
に参加しまし
た。

地域における医
療の需給の実情
（救急搬送先の
約5割が隣接す
る他圏域の病
院）を踏まえ他
の医療圏域との
連携強化を図り
ます。

B 継続

事業６-⑦　在宅看取りに向けた啓発

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

シンポジウムや出前講座の
実施

シンポジウムを開催し、地
域の集会所等での集いの場
に講師を派遣し、在宅看取
りなどについて関心と理解
を深めます。

B

啓発の実施
パンフレット、チラシ、
ホームページ等を活用した
啓発を行います。

B

元年度に「エン
ディングノー
ト」を作成し、
出前講座等で市
民への啓発をし
ました。また、
薬剤師が出前講
座を行い、かか
りつけ医やかか
りつけ薬局の必
要性を啓発しま
した。

在宅で亡くなる
人が増加してい
る現状を踏ま
え、在宅での療
養やそれを支え
る訪問診療や訪
問看護の役割ま
た、家族の思い
を伝える場が必
要です。研修会
やシンポジウム
等を通じて啓発
を行います。

継続

啓発の実
施に統合



基本施策７．地域包括支援センターの機能強化

事業７-①　地域包括支援センターの体制整備

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

直営によるセンター運営の
ための専門職の計画的な確
保

第７期計画では市直営１か
所、２チームで運営してい
きます。また法人等からの
出向も含め、地域包括支援
センターに求められる役割
や業務量の増大に応じた人
員の確保に努めます。

平成30年度から
市直営１か所、
２チームで運営
しています。市
内法人2か所か
らの出向（30年
度2名元年度2名
2年度1名）を迎
え人員確保に努
めました。

直営での運営の
ままの法人出向
職員の確保が困
難であること
と、課内の人員
配置の課題もあ
り、人員確保が
困難な状況があ
ることが課題で
す。

B

国の設置
基準を満
たすよう
な人員の
確保が必
要。

専門職の研修会の積極的な
受講

地域包括支援センターの職
員が、センター職員初級・
中級研修、ケアマネジャー
研修、権利擁護・虐待予防
などの研修に積極的に参加
し、知識やスキルの向上を
図ります。

センター配属と
なった職員につ
いて、センター
職員研修は必須
で受講していま
す。ケアマネ
ジャー研修、権
利擁護・虐待予
防などの研修に
参加、知識やス
キルの向上に努
めました。

引き続き、職員
対象研修に参加
し、資質向上に
努めます。

A 継続

事業７-②　地域包括支援センター業務の着実な執行

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

生活支援サービスの体制整
備

第２部＞第２章＞基本施策
３．支えあいの地域づくり
事業③-１ 多様な主体によ
る生活支援サービスの創出
（Ｐ44参照）

生活支援コー
ディネーター
（支えあい推進
員）の第1層は
社協に配置し、
元年度には第2
層を各まちづく
り協議会に委託
し、各まちづく
りセンターに配
置しました。地
縁組織を中心に
情報収集、課題
抽出などの活動
を実施していま
す。

地域支えあい推
進員がさらに活
動を進め、地域
の中で少しでも
解決できるよう
な土壌づくりを
めざします。

B 継続



個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

在宅医療・介護の連携の推
進

第２部＞第２章＞基本施策
６．医療と介護の連携（Ｐ
53～Ｐ56参照）

各専門職種で会
議を行い、課題
抽出と対策を検
討しています。
また、多職種連
携のための研修
も実施し、連携
を図っていま
す。

医療と介護の連
携をさらに強
め、安心して在
宅での生活がで
きるよう取り組
みます。

B 継続

認知症施策の推進

第２部＞第２章＞基本施策
４．総合的な認知症ケアの
体制づくり（Ｐ47～Ｐ49参
照）

30年度に認知症
初期集中支援
チームを設置
し、予防と早期
対応の仕組みづ
くりに取り組ん
でいます。ま
た、認知症の理
解を市民に促す
ため啓発を実施
し、認知症サ
ポーターの養成
に努めました。

特に75歳以上の
高齢者が増加す
ることから、認
知症になっても
安心して暮らせ
る地域づくりが
必要です。

B 継続

地域ケア会議の推進

支援困難事例について、多
職種協働により課題解決・
ネットワーク構築を目的と
して月2回を目途に個別ケ
ア会議を開催します。ま
た、その中で抽出された課
題を日常生活圏域単位での
地域ケア会議や各部会で協
議し、市全域の地域ケア会
議に政策提言として提案し
ていきます。

元年度個別地域
ケア会議41回
144事例につい
て開催した。生
活圏域地域ケア
会議は、まち協
地区単位で開催
予定でしたが、
コロナウイルス
感染拡大対策の
ため、7地区中3
か所開催にとど
まりました。

生活圏域地域ケ
ア会議について
は、2層ささえ
あい推進員との
連携も含め、地
域の実情に合わ
せて開催内容を
協議し検討しま
す。

B 継続

総合相談事業の充実

あらゆる機会をとらえ、ま
た多様な手段により相談窓
口の周知に努めます。関係
機関と連携を深め、市民の
幅広い生活相談の対応に努
めます。

65歳以上の総合
相談窓口とし
て、庁内連携、
医療福祉保健に
横断して専門性
を深めつつ市民
の相談業務に応
じているところ
です。

高齢者の増加に
伴い、さらなる
庁内連携こぼれ
ない支援が展開
できるよう生活
相談の対応に努
めます。

B 継続



個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

介護予防事業の推進

第２部＞第１章＞基本施策
２．健康づくりと介護予
防、自立支援の推進＞事業
②-1 健康づくりと介護予
防事業の推進（Ｐ42～Ｐ43
参照）

30年度に75歳以
上で医療や介
護、地域などで
未把握の高齢者
を対象に訪問で
の実態把握を実
施しました。ま
た、介護予防等
に関する出前健
康講座で、健康
づくりへの関心
を高め、主体的
な取り組みを支
援しました。

高齢者の様々な
集いの場におい
て介護予防の普
及啓発にさらに
取り組み、健康
寿命の延伸を図
ります。

B 継続

権利擁護の推進
第２部＞第２章＞基本施策
５．権利擁護の推進（Ｐ50
～Ｐ52参照）

元年度に虐待防
止等連携協議会
を設置し会議を
開催しました。
成年後見セン
ターや社協等の
関係機関と連携
し、虐待の早期
対応に努めまし
た。

ケアマネや事業
所、成年後見セ
ンター等関係機
関とのと連携を
さらに深め、本
人支援・介護者
支援に努めま
す。

B 継続

介護予防ケアマネジメント
の推進

平成29年度から開始する介
護予防・日常生活支援総合
事業の内容をふまえなが
ら、介護予防事業や予防給
付が効果的かつ効率的に提
供されるよう、適切なマネ
ジメントを行います。

総合事業対象者
については原則
地域包括支援セ
ンター職員が担
当し、ケアマネ
ジメントAの様
式にて自立支援
に向けてマネジ
メントを実施し
ています。要支
援認定者の総合
事業利用につい
ては、担当ケア
マネジャーへの
助言指導を行っ
ています。

センター職員
は、ケアマネジ
メントについて
は兼任であり、
対象者が増加す
るとタイムリー
に対応ができな
くなる可能性が
あります。高齢
者数の増加を見
込むと、専任の
プランナーが必
要ではないかと
考えます。

B 継続



個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

包括的・継続的マネジメン
ト支援

個別地域ケア会議等を通じ
た自立支援に資するケアマ
ネジメントの支援、ケアマ
ネジャーに対する日常的個
別指導・相談、支援困難事
例への指導・助言を行いま
す。

地域包括支援セ
ンターを南・北
の２チームに分
け、ケアマネ
ジャーからの相
談を担当地域の
職員が受けるこ
とで、地域の特
性等も踏まえた
助言をできるよ
うにしていま
す。また、個別
地域ケア会議を
適宜開催し、支
援者間での意見
交換・役割分
担・情報共有を
することで、支
援困難事例の問
題を解決できる
よう努めまし
た。

引き続き包括を
２チーム制に分
け、地域のこと
を理解した職員
が継続してケア
マネジャーの支
援をしていける
ようにします。
また、個別地域
ケア会議を積極
的に開催し、
フォーマルサー
ビスだけでなく
地域の力も借り
ながら課題解決
できるよう考え
ていきます。

B 継続



事業７-③　地域包括支援センター業務の継続的な評価・点検

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と今後

の方針
評価

第８期の
方向性

ＰＤＣＡサイクルによる事
業評価の実施

それぞれの事業について実
績をふまえながら可能な限
り適切な評価指標を設定
し、次年度の事業運営に評
価の結果が生かせる時期に
各事業の目標の達成度およ
び実施後の効果について検
証を行っていきます。

地域包括支援セ
ンターの主要な
事業について、
前年度の課題や
改善点をふまえ
て計画実施し、
年度末に事業評
価をして次年度
に向けての課題
や改善点を抽出
しています。

引き続き、事業
計画取り組み内
容とその効果に
ついて、評価検
証を行っていき
ます。

A 継続

運営協議会への報告と検証

地域包括支援センターの目
標・達成度の評価・点検に
よる検証結果を地域包括支
援センター運営協議会に報
告し、ＰＤＣＡサイクルに
よる事業の進捗管理と見直
し等を行います。

上記の取り組み
内容や評価につ
いて、運営協議
会で報告し助言
をもとに適宜見
直し進捗管理し
ています

引き続き、PDCA
サイクルによる
事業の進捗管
理、評価検討を
実施していきま
す。

A 継続



基本施策８．介護保険サービスや住まいなどの基盤整備

事業８-①　在宅生活を支えるための介護サービスの整備

＜介護予防・日常生活支援総合事業＞

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

訪問型サービスＡ（緩和し
た基準によるサービス）

利用者自身の持つ能力を最
大限に生かしながら、人員
等を緩和した基準で指定し
た事業所による生活援助を
行い、利用者が自立した生
活を送れるように支援を行
います。

平成30年度末時
点指定事業所は
10件、令和元年
度末時点で11
件。
給付実績の月平
均は平成30年度
約47件、平成31
年度は約44件。

給付実績による
と介護度が上が
り要介護の認定
者が増えている
と考えられる。
引き続き支援を
行うことで重度
化を予防し、認
定に至らない高
齢者の増加、ま
た介護給付の上
昇の鈍化を目指
します。

B 継続

通所型サービスＡ（緩和し
た基準によるサービス）

人員等を緩和した基準で指
定した事業所による通所介
護を実施し、外出の機会や
他者との交流の機会を持つ
ことで、閉じこもりを予防
し、日常生活への意欲を引
き出し、自立した生活が送
れるように支援を行いま
す。

平成30年度末時
点指定事業所は
12件、令和元年
度末時点では11
件。
給付実績の月平
均は平成30年度
約105件、平成
31年度は約84
件。

給付実績による
と介護度が上が
り要介護の認定
者が増えている
と考えられる。
引き続き支援を
行うことで重度
化を予防し、認
定に至らない高
齢者の増加、ま
た介護給付の上
昇の鈍化を目指
します。

B 継続

訪問型サービスＢ（住民主
体による支援）

有償・無償のボランティア
による住民主体の生活支援
を行うことで、利用者が地
域において自立した生活を
送れるよう支援を行いま
す。

未実施

地域において生
活支援を行って
もらえるボラン
ティア団体の育
成と組織づくり
が困難な状況で
す。先進事例の
情報提供を行い
取り組んでもら
える組織の要請
に努めます。

D 見直し



個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
第８期の
方向性

通所型サービスＢ（住民主
体による支援）

身近な地域で行われる体
操・運動等の自主的な通い
の場に参加することで、閉
じこもりを予防し、地域の
人とのつながりを持ち、日
常生活への意欲を引き出
し、自立した生活が送れる
よう支援を行います。

「通所型サービ
スＢ」としての
実施はできてい
ませんが、市の
事業として安心
応援ハウスを等
のサロン事業を
展開し地域の通
いの場の事業を
推進していま
す。

従来から取り組
んでいる安心応
援ハウス等が当
該事業に沿った
ものにすること
で、制約が加わ
り対象者が限ら
れたり、参加で
きなくなる人も
出てきます。現
在の安心応援ハ
ウス事業を中心
とした事業を推
進していく中
で、引き続き閉
じこもりを予防
と自立した生活
の支援に努めま
す。

D 見直し

通所型短期集中予防サービ
ス事業

リハビリ専門職が関わるこ
とで安心して参加できる運
動機能向上のための教室を
開催します。運動を通して
参加者の生活機能向上に対
する意欲を引き出し、教室
終了後も安全かつ主体的な
生活が営めるよう日常生活
における行為について助言
や指導を行います。

平成30年度末時
点訪問サービス
件数は7件、令
和元年度の実績
は0件

B 継続

訪問型短期集中予防サービ
ス事業

運動・栄養・口腔機能等の
観点から、専門職が電話相
談または直接自宅を訪問
し、生活特性に応じた支援
を行い、生活機能の向上に
つなげます。

平成30年度末時
点通所サービス
件数は37件、令
和元年度の実績
は22件※令和2
年度について
は、新型コロナ
ウイスス感染防
止対策として1
クールのみの実
施とする。

B 継続

短期集中事業を
必要とする利用
者の把握が困
難。短期間の事
業であり終了後
の関わり、地域
のインフォーマ
ルな通いの場の
提示が必要。高
齢者の保健事業
と介護予防の一
体化事業、生活
支援体制整備事
業等と合わせた
取組みが必要。



＜介護保険サービス＞

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

地域密着型サービス等の整
備・充実

定期巡回・随時対応型訪問
介護看護および看護小規模
多機能型居宅介護の創設に
ついて、地域のニーズを洗
い出し、必要に応じて事業
者の参入を働きかけます。
日枝中学校区に小規模多機
能型居宅介護事業所１か所
を早期開設に努めます。ま
た、認知症ケアの充実を図
るため、認知症対応型共同
生活介護の事業所開設を図
ります。

平成30年度に石
部中学校区に小
規模多機能居宅
介護事業所１カ
所が開設されま
した。令和元年
度は日枝中学校
区に認知症対応
型共同生活介護
事業所及び小規
模多機能型居宅
介護事業所の公
募を実施ました
が応募ありませ
んでした。令和
2年度に引き続
き公募を実施、
認知症対応型共
同生活介護につ
いて応募があり
ました。（現在
審査中）

事業所（施設）
の整備が行えた
としても、必要
とされる人員の
確保が非常に困
難であることが
課題となり整備
に躊躇されてい
るよケースが感
じられました。
サービスを提供
する担い手の確
保策が必要とさ
れる。第8期以
降の整備計画に
ついては、需要
の状況を見極め
必要とされる
サービスについ
て拡大を図りま
す。

B

協議のう
え必要な
事業整備
を決定

居宅サービスの充実

在宅生活を支える居宅サー
ビスについては、利用者数
の推移を注視しながら、必
要に応じた新たな事業者の
参入を働きかけます。

平成30年度に石
部中学校区に小
規模多機能居宅
介護事業所１カ
所が開設されま
した。令和元年
度は日枝中学校
区に認知症対応
型共同生活介護
事業所及び小規
模多機能型居宅
介護事業所の公
募を実施ました
が応募ありませ
んでした。令和
2年度に引き続
き公募を実施、
認知症対応型共
同生活介護につ
いて応募があり
ました。（現在

市の特徴として
居宅系のサービ
スは、被保険者
1人あたり給付
月額から見ると
全国、県よりも
全体的に低く
なっています。
低くなった要因
がどこにあり、
今後在宅生活を
を支援するに
あったって必要
とされるニーズ
を見極め、必要
なサービスの拡
充を図ります。

B

協議のう
え必要な
事業整備
を決定



個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

介護離職ゼロへつなげる取
り組みの推進

介護離職ゼロにつながる介
護サービスの充実を図るた
め、地域密着型サービス等
の充実を図ります。

介護者や家庭の
事情に応じ例外
的な介護サービ
スの利用を承認
しました。また
地域の在宅介護
の支援のため小
規模多機能型居
宅介護事業所が
１箇所開設され
ました。

地域密着型サー
ビス事業所の定
着により、着実
にサービス提供
量は増えまし
た。引き続き介
護離職を防止す
るために、必要
なサービスを提
供できるよう
サービスの充実
を図ります。

A 継続

医療計画との整合

滋賀県保健医療計画との整
合を図り、在宅医療と介護
サービスの提供体制の調整
および確保に努めます。

共生型サービスの提供

障がい福祉および介護保険
担当課が連携し、障がい児
者と高齢者が同一の事業所
でサービスを受けることが
できる「共生型サービス事
業所」の設置に向けて、事
業者等に制度の周知を図り
ます。

30年度に市内1
事業所共生型
サービスを指定
されました。
（県指定）

引き続き「共生
型サービス事業
所」の設置に向
けて、事業者等
に制度の周知を
図ります。

B 継続

事業８-②　介護保険施設サービス利用の適正化

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

特例入所の適切な入所判定

特例入所の適切な入所判定
基準や市の関与の手法など
入所判定手続きについて定
めた国の指針に基づく市の
「優先入所指針」により、
入所判定に関する意見書を
提出し、公正な入所判定の
促進を図ります。

事業者より、要
請があれば調査
及び意見書を提
出しています。

引き続き入所判
定に関する意見
書を提出し、公
正な入所判定の
促進を図りま
す。

B 継続



事業８-③　サービスの質の向上

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

第三者評価の推進

事業者自らの評価・改善の
取り組みによるサービスの
質の向上と、自分に最も適
したサービスの選択による
利用者の満足度の向上のた
め、自己評価と第三者評価
を推進していきます。

平成30年度末時
点において１事
業者が第三者評
価を実施されて
います。

引き続き利用者
の満足度の向上
のため、自己評
価と第三者評価
を推進していき
ます。

B 継続

介護相談員設置事業の継続

定期的にサービス提供の現
場を訪れ、利用者や家族の
声を聞き、本人への助言や
事業者にサービスの質の改
善につながる提案をする、
サービス利用者・サービス
提供者・行政機関の橋渡し
役として介護相談員を引き
続き設置します。

介護相談員7名
が、市内２１事
業所で１事業所
あたり月２回程
度、訪問活動を
行っています。
サービス利用
者・サービス提
供者・行政機関
の橋渡し役とし
て活動していま
す。

新しい介護相談
員の応募がな
く、訪問先の拡
大や複数での訪
問が困難な現状
です。引き続き
介護相談員を設
置するととも
に、介護相談員
事業の周知をお
こなう必要があ
ります。

B 継続

事業者協議会による研修会
の開催

介護保険事業者協議会（ほ
ほえみネット）の研修の場
が、現場職員の学びのニー
ズや地域課題にマッチした
テーマで実施され、職員の
スキルアップや横の連携に
つながるよう支援します。

平成30年度に４
回開催し参加者
306人（延べ人
数）、令和元年
度に各４回開催
し参加者306人
（延べ人数）

引き続き職員の
スキルアップや
横の連携につな
がるよう支援し
ます。

A 継続

事業８-④　介護者の負担軽減や知識・技術習得の支援

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

家族介護教室

高齢者を介護している家族
に対し、介護方法や介護予
防、介護者の健康づくりに
ついての知識や技術の習得
を目的に、日常生活圏域ご
とに教室を開催し、家族の
身体的・精神的負担の軽減
を図ります。

D

家族介護
者交流事
業に統一
し、内容
を集約す
る

家族介護者交流事業

高齢者を介護している家族
に対し、介護から一時的に
開放し、宿泊・日帰り旅
行、施設見学やレクリエー
ションなどの機会を提供す
る交流会を開催し、心身の
リフレッシュを図ります。

B 継続

平成30年度は、
コーヒーの入れ
方講座を行い6
名の方に参加い
ただきました。
令和元度は落語
の講演にて5
名、アロマ体験
にて9名の方に
参加いただきま
した。

平成30年度も令
和元年度も募集
人数に対し参加
人数が満たすこ
とがありません
でした。当日の
開催場所・内容
を見直す必要が
あります。
令和元年度のア
ンケート結果を
もとに参加者の
ニーズが満たせ
るよう、開催場
所・内容を検討
していく方針。



個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

在宅寝たきり老人等介護激
励金の支給

寝たきりや認知症の高齢者
を介護する家族の労をねぎ
らうため奨励金を支給しま
す。

平成30年度は、
250名（延べ）
令和元年度は、
248名（延べ）
に民生委員の協
力のもと激励金
を支給しまし
た。

介護度等で客観
的に対象者と判
定できるように
し引き続き事業
を継続していき
ます。

A 継続

事業８-⑤　多様な住まいや交通環境の確保

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

多様な住まい方の検討

ひとり暮らし高齢者の増加
や核家族化の現状を踏ま
え、多様な世帯に対応した
住まい方を支えるための方
針の検討を行います。

取り組むことが
できていませ
ん。

有料老人ホーム
やサービス付き
高齢者向け住宅
等の増加が見込
まれ、将来に必
要な介護サービ
ス基盤の整備料
の見込みを適切
に定めるため、
設置状況等必要
な情報を関係課
や県と連携し把
握していきま
す。

D 継続

高齢者にやさしい交通環境
の確保

高齢者が利用しやすい交通
環境の整備に向けて関係機
関と検討します。

平成30年度は、
地域が支え合っ
て交通手段を確
保するためにひ
とつのまちづく
り協議会と協議
を行いました。
（生活環境課）
令和元年度より
水戸まちづくり
協議会にて移動
サポートを実
施、石部南まち
づくり協議会に
おいては、タク
シー料金の補助
を実施されまし
た。
令和２年度に
は、市内循環バ
スについて70歳
以上高齢者は無
料化されまし
た。

移動サポートを
一つのまちづく
り協議会で実施
されるように
なったとことを
受け、課題の整
理を行い、市内
先進事例として
情報を発信して
いきます。

B 継続



基本施策９．介護保険事業の円滑な運営

事業９-①　要介護認定の適正化

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

専門職による認定調査内
容の点検

ケアマネジャー資格を持
つ職員が訪問調査員の作
成した認定調査書の内容
を点検し、公平公正な要
介護認定の確保を図りま
す。

ケアマネジャー
資格を持つ職員
による認定調査
書の点検により
公平公正な要介
護認定の確保に
つながっていま
す。

有資格職員に加
え調査員同士の
点検を行い、認
定の迅速化、公
平公正化、調査
員間の判断基準
の統一を図りま
す。

B 継続

調査員研修会の実施

訪問調査員による調査の
偏りが生じないよう、調
査員研修会や課内におい
ても定期的に意見交換や
質問の機会を設け、訪問
調査員のスキルアップに
努めます。

年1、2回の調査
員研修会や課内
ミーティング等
を実施し、定期
的な意見交換に
より調査員のス
キルアップ、判
断基準の統一に
努めています。

今後も調査の偏
りが生じないよ
う調査員研修の
実施や定期的な
意見交換、ミー
ティングを実施
し、訪問調査員
のスキルアップ
に努めます。

B 継続

合議体間の平準化

どの合議体においても公
平公正な要介護認定の審
査・判定が行われるよ
う、新任委員には研修受
講を義務づけるととも
に、現任委員には年１
回、可能な範囲で合議体
の委員の入れ替えを行い
認定結果の平準化を図り
ます。さらに認定調査関
連情報の提供を行い、質
の向上を図ります。

公平公正な要介
護認定の審査・
判定が行われる
よう、研修の受
講や年１回の合
議体の委員の入
れ替えを行い、
認定結果の平準
化を図ります。
また認定調査関
連情報の提供を
適宜行い、質の
向上を図ってい
ます。

合議体間の審査
平準化のため、
新任委員には研
修受講を義務づ
けるとともに、
年１回の認定審
査委員全体会で
の情報共有や可
能な範囲で合議
体間の委員の入
れ替えを行いま
す。認定調査関
連情報の提供を
図り、質の向上
を図ります。

C 継続

事業９-②　ケアマネジメントの適正化

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

ケアプランの点検

定期的にケアプランの点
検を行います。また、点
検に携わる職員の研修会
参加による資質向上を図
り、点検方法の工夫によ
り実効性を確保していき
ます。

新規申請のプラ
ンをケアマネ
ジャー等の資格
を持つ職員が点
検しています。
明らかに問題が
あるケースにつ
いてはケアマネ
ジャーにヒアリ
ング等を行い、
ケアプラン点検
の視点や点検後
の全体的な講評
をケアマネ会議
の場で伝達して
います。

新規申請だけで
なく、軽度者へ
の福祉用具貸与
や拡大短期入所
者など縦覧点検
で抽出される
ケースについて
もケアプラン点
検を行い、実効
性の高いケアプ
ラン点検となる
よう点検方法を
工夫していきま
す。

B 継続



個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

地域ケア会議におけるケ
アマネジメント支援

ケアマネジャーが抱える
支援困難なケースについ
て、医療・介護の多職種
が協働してケアマネジメ
ントをする個別地域ケア
会議を積極的に開催し、
自立支援に向けた適正な
ケアプランの作成を推進
します。

自立支援型地域
ケア会議にて、
ケアマネジャー
およびサービス
事業者が専門職
から助言を受け
ることによって
自立支援に向け
たケアプラン作
成の推進を図っ
ています。

今後も、自立支
援型地域ケア会
議を開催予定で
す。ケアプラン
点検にて会議に
て検討が必要と
判断された事例
については、ケ
アマネジャーに
会議出席を促し
ていく方針で
す。

B 継続

ケアマネ会議における事
例検討や情報交換

居宅介護支援事業者連絡
調整会議において、ケア
マネジャー同士や主任ケ
アマネジャーによるケア
プランの点検や個々のレ
ベルに合った講習会、ま
た情報交換の機会を設
け、ケアプラン作成にお
ける「気づき」を促し、
自立支援に資する適正な
ケアマネジメントの実践
を目指します。

月１回の居宅介
護支援事業者連
絡調整会議での
情報交換や事例
検討を実施。市
内の事業所だけ
でなく市外の事
業所（湖南市を
担当地域とされ
ている事業所）
も参加。また、
月１回市内の主
任ケアマネ
ジャーが集ま
り、勉強会を実
施。情報交換だ
けでなく、湖南
市の住民に関わ
るケアマネ
ジャー全体のス
キルアップを
図っています。

まだまだケアマ
ネジャー個人の
力量の差がある
ため、今後も居
宅介護支援事業
者連絡調整会議
や主任ケアマネ
ジャー勉強会を
通じて、横のつ
ながりを強化す
るとともに、ケ
アマネジャー全
体のスキルアッ
プを図っていき
ます。

B 継続

事業９-③　給付の適正化の推進

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

縦覧点検・医療情報の突合

国保連合会から送信され
てくるデータを基に、医
療と介護の重複請求の防
止の処理を国保連と連携
して行います。

医療情報との突
合、縦覧点検に
ついては国保連
合会に委託して
実施していま
す。

医療情報との突
合、縦覧点検に
ついては国保連
合会に委託して
実施し、医療と
介護の重複請求
や不正請求の防
止の処理、過誤
調整を行いま
す。

A 継続



個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

国保連合会介護給付適正
化システムの活用

国保連合会システムの活
用方法を習得し、活用し
やすい帳票から順次活用
して定期的な確認・点検
を行い、不適切な点があ
れば事業所に聞き取りを
行います。

国保連合会シス
テムの活用を含
む適正化事業研
修会等に参加
し、システムよ
り抽出した情報
を事業者実施調
査や聞き取りに
活用していま
す。

国保連合会介護
給付適正化シス
テムを活用し、
各種帳票をもと
に定期的な確
認、点検を行っ
ていきます。

B 継続

事業者実地調査の実施

国保連合会から送られる
ケアプラン分析データを
参考に居宅介護支援事業
所を訪問し、サービス偏
りや同一事業所のサービ
スに集中していないかな
どを聞き取り、適切なケ
アプランの作成を支援し
ます。

国保連合会から
送付されるケア
プラン分析デー
タを参考に年1
回居宅介護支援
事業所を訪問
し、サービスの
偏りや同一事業
所のサービスに
集中していない
かなどを聞き
取っています。

国保連合会から
送付されるケア
プラン分析デー
タを参考にして
年一回の事業所
訪問を実施し、
適切なケアプラ
ン、サービス利
用につながるよ
う支援します。

B 継続

住宅改修・福祉用具の実
地調査

福祉用具の利用や住宅改
修を行なおうとする申請
者宅を訪問し、必要性や
施行状況の点検を行い、
申請者の状態にそぐわな
い福祉用具の利用や住宅
改修を排除し、適切な利
用を促進します。

年５回程度、福
祉用具の利用や
住宅改修を行お
うとする申請者
宅を訪問し、必
要性や施工状況
の点検を行い、
適切な利用を支
援しています。

今後も福祉用
具・住宅改修の
実地調査を行
い、必要性や施
行状況の点検を
行い、受給者の
個別性に適した
住宅改修、福祉
用具の利用を促
進していきま
す。

B 継続

国保連合会の給付費通知
の送付

受給者（家族）に対し、
介護報酬の請求および費
用の給付状況について通
知することにより、適切
なサービスの利用と提供
を普及啓発するととも
に、自ら受けているサー
ビスを確認していただけ
るよう、今後も送付を継
続していきます。

２か月に１回、
年６回、受給者
（家族）に対し
介護報酬の請求
および費用の給
付状況について
通知していま
す。通知後は
「手続きが必要
なのか」といっ
た数件の問い合
わせがありま
す。

2か月に１回通
知していますが
受給者（家族）
からの反応は少
なく適正化につ
ながっているか
実効性が課題と
なっています。
自ら受けている
サービスを確認
していただき適
切なサービスの
利用と提供を普
及啓発する機会
となっています
ので送付は継続
しつつ、費用対
効果の観点から
通知頻度につい
ては検討が必要
です。

A 継続



事業９-④　介護予防・日常生活支援総合事業の適切な運営

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

チェックリストの活用推
進

窓口での相談時や更新申
請時に、ご本人の状態の
聞き取りを行う中で、総
合事業の対象者と思われ
る人について、総合事業
の説明を行い、チェック
リストの活用を促しま
す。

窓口での相談時
や更新申請時
に、総合事業の
対象者と思われ
る人について説
明を行い、
チェックリスト
の活用を促して
いますが、通所
のみ訪問のみの
利用希望者が少
ない現状があり
ます。

引き続き、窓口
での相談時や更
新申請時にご本
人の状態の聞き
取りを行う中
で、総合事業の
対象者と予測す
る人については
事業の説明を行
い、チェックリ
ストの活用を促
します。

B 継続

総合事業の啓発と周知

パンフレット等を活用
し、窓口での相談時や申
請時に説明を行い、総合
事業について周知を図り
ます。また出前講座等で
総合事業についての内容
を取り入れることで啓発
を行います。

窓口での相談時
や更新申請時
に、総合事業の
対象者と思われ
る人について説
明を行っていま
す。出前講座で
は、制度の一環
としての説明に
とどまっていま
す。

窓口や出前講座
など周知できる
場での啓発に取
り組みます。

C 継続

事業９-⑤　受給者の理解の促進

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

介護保険制度の正しい理
解の推進

分かりやすい介護保険制
度のパンフレット等を作
成し、窓口での相談時や
新規申請時にこれらを用
いて説明を行い、介護保
険制度を正しく理解して
いただき、適切なサービ
ス利用を促します。

Ａ４カラー約30
ページの介護保
険制度の利用手
引きを作成し、
窓口での説明に
利用し、また訪
問時や介護保険
事業者や病院に
設置・配布し制
度がわかりやす
く説明できるよ
う努めました。
また、併せて利
用者目線に立
ち、必要なサー
ビスがどこで、
どの事業者が実
施されているか
わかるよう介護
保険サービスガ
イドを作成しま
した。

各種パンフレッ
トやガイドが整
備されているこ
とと、誰でも気
軽に手に入れら
れることを周知
し、益々の普及
に努めます。

A 継続



事業９-⑥　適正な財政運営の推進

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

収入に応じたきめ細やか
な負担額の設定

保険料の設定は国が設定
する９段階より多い12段
階とし、収入に応じたき
め細やかな保険料を設定
し、低所得者の負担軽減
を図ります。

第７期計画で
は、保険料の段
階を12区分とし
所得に応じた細
やかな保険料の
設定をしまし
た。また、令和
元年度から令和
2年度には、保
険料第１段階か
ら第３段階にあ
たる低所得者に
対し保険料の軽
減を行いまし
た。

高齢化に伴い、
認定者、サービ
ス受給者が増加
していること
で、介護給付費
が増大していま
す。第７期計画
終了時点（平成
29年度末）の介
護保険給付費準
備基金の残高
161,523千円
は、令和元年度
末時点で
111,950千円と
なりました。こ
のままでは、基
金は底をつき、
市の介護事業の
運営が困難とな
ることが予想さ
れますので、今
後一層進行する
高齢化と介護
サービスの利用
状況を想定し、
安定した事業運
営が行えるよう
適正な保険料の
設定が必要とな
ります。

B 継続

適正な債権管理事務の執
行

負担の公平性を図るた
め、滞納者に対しきめ細
かな納付交渉を進め、分
納誓約を結ぶ件数の増加
を図り、徴収率の向上に
努めます。また、滞納者
のサービス利用に当たっ
ては、償還払いやサービ
スの給付制限を適切に執
行していきます。

催告を年に５回
を送付して、積
極的に納付交渉
を進めることが
できました。分
納誓約の件数も
増加し、徴収率
も向上しまし
た。しかし、償
還払いやサービ
スの給付制限の
執行については
実施できていな
い部分もあり、
今後の課題で
す。

折衝ができた者
については分納
誓約を結ぶこと
ができました
が、催告等を送
付しても反応が
なく折衝まで至
らない場合も多
いです。催告の
送り方等を工夫
し、より多くの
未納者と折衝が
できるようにし
ます。償還払い
やサービスの給
付制限の執行に
ついては実施し
ていけるよう計
画していきま
す。

B 継続



事業９-⑦　計画の進捗管理と評価

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

目標・達成度の評価・点
検

個別の事業について、実
績をふまえながら可能な
限り適切な評価指標を設
定し、次年度の事業運営
に評価の結果が生かせる
時期に各事業の目標の達
成度および実施後の効果
について検証を行ってい
きます。

地域包括支援セ
ンターの主要な
事業について、
前年度の課題や
改善点をふまえ
て計画実施し、
年度末に事業評
価をして次年度
に向けての課題
や改善点を抽出
しています。

引き続き、事業
計画取り組み内
容とその効果に
ついて、評価検
証を行っていき
ます。 B 継続

介護保険運営協議会への
報告と検証

介護保険事業の目標・達
成度の評価・点検による
検証結果を介護保険運営
協議会に報告し、ＰＤＣ
Ａサイクルによる事業の
進捗管理と改善を行いま
す。

上記の取り組み
内容や評価につ
いて、運営協議
会で報告し助言
をもとに適宜見
直し進捗管理し
ています

引き続き、PDCA
サイクルによる
事業の進捗管
理、評価検討を
実施していきま
す。

A 継続

個別事業 取り組みの内容 取り組みと現状
課題と

今後の方針
評価

第８期の
方向性

庁内連携の推進

本計画において関連する
施策との連携を図るた
め、必要に応じて庁内関
係課と調整を行います。

まちづくり協議
会の協力のもと
「ささえあい推
進員」を設置し
地域の生活支援
のため活動を始
めました。また
健康政策課、保
険年金課と連携
し高齢者の保健
事業と介護予防
の一体的な実施
に向け調整を
行っています。

新たな取り組み
となりました
「ささえあい推
進員」の推進と
高齢者の特性を
踏まえた保健事
業を展開するこ
ととなった「高
齢者の保健事業
と介護予防の一
体的な実施」に
向け引き続き関
係課との連携を
行います。

B 継続



基本施策９．介護保険事業の円滑な運営

事業９-①

第７期実績 第７期計画

平成30年 令和元年 令和２年 平成30年 令和元年 令和２年

専門職による認定調査
内容の点検

新規申請
全件

新規申請
全件

新規申請
全件

新規申請
全件

新規申請
全件

調査員研修会の実施 年２回 年２回 年２回 年２回 年２回 年２回

合議体間の平準化 年１回 年１回 年１回 年１回 年１回 年１回

事業９-②　ケアマネジメントの適正化

第７期実績 第７期計画

平成30年 令和元年 令和２年 平成30年 令和元年 令和２年

ケアプランの点検 419 294 年200件 年200件 年200件

地域ケア会議における
ケアマネジメント支援

月３回 月３回 月２回 月２回 月２回

ケアマネ会議における
事例検討や情報交換

年11回 年10回 年11回 年11回 年11回

事業９-③

第７期実績 第７期計画

平成30年 令和元年 令和２年 平成30年 令和元年 令和２年

縦覧点検・医療情報の
突合

年１回 年１回 年１回 年１回 年１回 年１回

国保連合会介護給付適
正化システムの活用

年１回 年１回 年１回 年１回 年１回 年１回

事業者実地調査の実施 年１回 年１回 年１回 年１回 年１回 年１回

住宅改修・福祉用具の
実地調査

年５回 年５回 年５回 年５回 年５回

国保連合会の給付費通
知の送付

年６回 年６回 年６回 年６回 年６回 年６回


